
 
 

大
津
市
の
来
年
度
予
算
案
が
発

表
さ
れ
、
新
聞
な
ど
で
は
「
初
の
千

億
円
台
」「
扶
助(

福
祉)

費
の
大
幅
な

増
加
」
な
ど
と
報
じ
ら
れ
て
い
ま

す
。 

 

景
気
後
退
の
影
響
で
、
個
人
市
民

税
は
20
億
円
も
減
少
し
、
法
人
税
と

あ
わ
せ
て
約
25
億
円
の
税
収
の
減

少
に
な
っ
て
い
ま
す
が
、
地
方
交
付

税
や
臨
時
財
政
対
策
債
（
交
付
税
の

振
り
替
え
）
な
ど
で
財
源
を
確
保

し
、
国
の
負
担
金
や
補
助
金
の
増
額

で
、
大
津
市
政
初
の
千
億
円
を
超
え

る
予
算
案
に
な
っ
た
も
の
で
す
。 

 

支
出
面
で
は
、
新
政
権
の
目
玉

政
策
で
も
あ
る
７０

億
円
あ
ま
り

の
子
ど
も
手
当
、
保
育
所
定
数
の

３
０
０
名
増
へ
保
育
所
建
設
の
補

助
金
４
億
円
あ
ま
り
、
来
年
１
月

か
ら
の
小
学
校
３
年
ま
で
の
医
療

費
助
成
の
拡
大(

一
部
負
担
あ

り)

、
東
部
の
子
育
て
支
援
セ
ン
タ

ー
開
設
や
幼
稚
園
の
預
か
り
保
育

の
充
実
、
児
童
ク
ラ
ブ
の
施
設
整

備
な
ど
、
子
育
て
支
援
が
大
き
な

柱
と
な
っ
て
い
ま
す
。
生
活
保
護

の
増
加
や
高
齢
者
の
介
護
施
設
増

設
へ
の
支
援
な
ど
も
含
め
て
、
福

祉
関
係
費
用
は
一
般
会
計
の

３７
％
と
、
今
年
度
に
比
較
し
て
約

１０
％
も
増
加
、
財
政
の
厳
し
い
時

に
重
要
な
前
進
と
い
え
ま
す
。 

 

ま
た
、
投
資
的
経
費
は
約
４
割
増

加
し
て
い
ま
す
が
、
小
中
学
校
の

 

地
域
経
済
対
策
は
、
引
き
続
き

緊
急
雇
用
対
策
な
ど
が
行
わ
れ
、

小
口
簡
易
融
資
制
度
へ
の
利
子
補

給
も
行
わ
れ
ま
す
が
、
住
宅
リ
フ

ォ
ー
ム
補
助
制
度
は
、
昨
年
と
同

額
の
４
０
０
万
円
で
昨
年
よ
り
も

補
助
対
象
基
準
が
事
業
費
の
５
％

に
引
き
下
げ
ら
れ
、
１
０
万
円
限

度
と
な
っ
て
い
ま
す
。
一
方
で
東

レ
や
Ｎ
Ｅ
Ｃ
な
ど
の
大
企
業
へ
の

工
場
建
設
補
助
金
は
１
億
１
千
万

円
と
、
体
力
の
あ
る
大
企
業
へ
の

支
援
が
本
当
に
必
要
な
の
か
、
疑

問
な
点
も
あ
り
ま
す
。 

耐
震
改
修
や
大
津
駅
西
地
区
の
区

画
整
理
事
業
な
ど
が
そ
の
中
心
に

な
っ
て
い
ま
す
。
ひ
と
り
暮
ら
し

高
齢
者
へ
の
家
具
転
倒
防
止
事
業

な
ど
も
こ
れ
ま
で
日
本
共
産
党
市

議
団
が
提
案
し
て
き
た
も
の
が
新

た
に
予
算
化
さ
れ
ま
し
た
。 

 

市
民
生
活
が
き
わ
め
て
厳
し
く

な
る
中
で
、
こ
の
間
の
自
民
・
公
明

政
権
の
も
と
で
削
ら
れ
て
き
た
社

会
保
障
の
傷
跡
を
修
復
す
る
こ
と

も
大
切
に
な
っ
て
い
ま
す
。
後
期

高
齢
者
医
療
制
度
に
つ
い
て
は
、

保
険
料
の
３
・
１
９
％
の
値
上
げ
が

発
表
さ
れ
ま
し
た
が
、
重
い
負
担

を
ど
う
軽
減
す
る
の
か
が
問
わ
れ

て
い
ま
す
。
必
要
な
人
が
介
護
を

受
け
ら
れ
る
よ
う
に
保
険
料
・
利

用
料
負
担
の
軽
減
を
図
る
こ
と

や
、
高
す
ぎ
る
国
民
健
康
保
険
料

の
負
担
軽
減
な
ど
、
市
と
し
て
の

独
自
の
取
り
組
み
は
ほ
と
ん
ど
行

わ
れ
て
い
ま
せ
ん
。
障
害
者
自
立

支
援
法
も
国
が
応
益
負
担
廃
止
の

方
向
を
示
し
た
も
の
の
、
実
際
に

来
年
度
に
ど
こ
ま
で
改
善
が
図
ら

れ
る
か
は
不
透
明
で
す
。 

 
８
億
円
以
上
積
み
立
て
ら
れ
た

庁
舎
整
備
基
金
や
合
併
特
例
債
で

積
み
立
て
ら
れ
た
地
域
振
興
基
金

な
ど
を
取
り
崩
し
て
、
市
民
生
活

を
守
る
事
が
求
め
ら
れ
て
い
る
の

で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。 

 土砂の埋め立ての際、産業廃棄物などが混

入される事例が後をたたないことから、合併前の

志賀町ではＨ１５年から「美しい志賀の環境を

守る条例」で規制してきました。合併後旧志賀

町区域に限定し施行されてきた条例を市全域

に広げ、大幅に見直すことになりました。日本共

産党市議団も繰り返し条例制定を求めてきたも

のです。 

 主な改正内容は①許可の区域を大津市全

域に拡大する。②埋め立て等の面積に関わら

ず、土壌安全基準に適合しない土砂の埋め立

てを禁止する。市が行ったパブリックコメントでは、

許可が必要な対象区域が５

００㎡以上から３０００㎡以上

に変更されることから、多くの

市民のみなさんから「規制が

弱くなるのでは」と懸念する意

見も出され、このような心配を

払拭できるかどうか、実効性

が問われています。 

→
新
築
が
予
定
さ
れ
て
い
る

小
松
児
童
ク
ラ
ブ 

←
後
期
高
齢
者
医
療
の

廃
止
を
求
め
る
集
会 


